
2025年3月
掲載

JIP's Direct 「FOCUS」： デジタル証券への期待と課題～金利ある世界の中で個人の債券投資にどの様に影響していくのか

第1章デジタル社債への取組みと個人向け社債の発行状況について

第2章デジタル証券の定義とデジタル化への期待

第3章課題として検討すべきことについて

第4章デジタル化が投資にもたらす変化について

金融庁 金融審議会資料より作成
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※各販売会社HPより当社作成（2025

年は2月公表分まで）
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